
工業用水道事業費
令和6年度概算要求額 47億円（20億円）

事業の内容 事業スキーム（対象者、対象行為、補助率等）

事業目的

工業用水は、その低廉かつ安定的な供給により工業の健全な発
達を支える重要なインフラである。近年、サプライチェーンの強靱化
に向けた国内立地の需要も高まる一方、激甚化する災害等によ
り、大規模な漏水事故等も増加傾向にあるなど、係る低廉かつ
安定的な供給のための取組の必要性が高まっている。

こうした状況を踏まえ、①工業用水道の強靱化（耐震化・浸水
対策・停電対策）、②デジタル技術等を用いた広域化・民間活
用による施設の合理化や経営の最適化の促進、③半導体等の
経済安全保障上重要な産業の立地に伴う水需要の増加に対
応した工業用水道の新設、を進めることにより、低廉かつ安定的
な工業用水の供給の実現を図る。

地域経済産業グループ 地域産業基盤整備課

成果目標

工業用水道事業者の更新・耐震化等の取組を進めることで、 基
幹管路の耐震化適合率を令和７年度までに60％以上を目指し、
受水企業の操業に影響する供給支障件数を、令和24年度まで
に０件まで減らすことを目標とする。

デジタル技術を用いた広域化・民間活用の一体的な推進
（PPP/PFI）に向け、令和７年度までに３件程度、令和13年
度までに25件程度の事業モデルの創出を目指す。

重要産業の企業立地に伴う水需要の増加が見込まれる場合に
は、工業用水道の新設を通じて、当該水需要に対応可能な供
給体制を整備する。

事業概要

①激甚化・頻発化する災害に備え、工業用水道の強靱化を促
すため、工業用水道事業者（地方公共団体等）が実施する
耐震化・浸水対策・停電対策等の事業の費用の一部を支援す
る。

②施設の合理化や事業の経営最適化を促すことで、工業用水
道の強靱化の更なる加速化を実現するため、デジタル技術等を
用いた広域化等や民間活用の導入を目指す事業の費用の一部
を支援する。

③半導体等の経済安全保障上重要な産業の企業立地に伴う
水需要の増加が見込まれる場合には、工業用水道の新設に係
る費用の一部を支援する。

国 工業用水道事業者

補助
(22.5％等)

施設の強靱化の例
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